＜剰余金処分案の様式＞　（非出資商工組合を除く）
	○○協同組合

剰　余　金　処　分　案

自　平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日

至　平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日

（単位　円）　

Ⅰ　当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金）
　　１　当期純利益金額（又は当期純損失金額）　　　　　　　　　××

　　２　前期繰越剰余金（又は前期繰越損失金）　　　　　　　　　××　　　　　　

　３　過年度税効果調整額　　　　　　　　　　　　　　　　　　××　　　　　　×××

Ⅱ　組合積立金取崩額

　１　会館建設積立金取崩額　　　　　　　　　　　　　　　　　××　　　　　　

　２　特別積立金取崩額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　××　　　　　　×××
Ⅲ　剰余金処分額

　　１　利　益　準　備　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　××

　　２　教育情報費用繰越金　　　　　　　　　　　　　　　　　　××

　　３　組　合　積　立　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　特別積立金　　　　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　　○○周年記念事業積立金　　　　　　　　　　××
　　　　　　役員退職給与積立金　　　　　　　　　　　　××　　××
４　出資配当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　××

　　５　利用分量配当金

　　　　　　共同購買事業配当金　　　　　　　　　　　　××

　　　　　　○○事業配当金　　　　　　　　　　　　　　××　　××　　　　　　×××
Ⅳ　次期繰越剰余金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×××


〈剰余金処分案作成上の留意事項〉

（１）利益準備金、教育情報費用繰越金、組合積立金のうちの特別積立金は、当期純利益金額（繰越損失がある場合にはこれをてん補した後の金額）をもとに計上すること。（利益準備金及び特別積立金は１０分の１以上、教育情報費用繰越金は２０分の１以上を積立てることになっています。）
（２）出資配当及び利用分量配当は、上記処分を行った後に行うこと。

（３）出資商工組合、企業組合、協業組合は、教育情報費用繰越金の処分はない。

（４）剰余金処分額は、この処分の確定した通常総会の日付をもって、次の仕訳により未処分利益から振替えられます。

（借方）　　　未処分利益　×××

　　　　　　　　 （貸方） 　利益準備金　　　　　　×××

　　　　　　　　　　　　　　特別積立金　　　　　　×××

　　　　　　　　　　　　　　教育情報費用繰越金　　×××

　　　　　　　　　　　　　　未払金　　　　　　　　×××

　　　　　　　　　　　　　　繰越利益　　　　　　　×××

未払金に振替えられるのは、利用分量配当金・出資配当金・脱退組合員持分払い戻し等の金額です。

（５）税効果会計を適用する最初の事業年度において、過年度に発生した一時差異等（繰延税金資産と繰延税金負債の差額）を処理する場合には、過年度税効果調整額として、当期未処分剰余金に表示する。
＜損失処理案の様式＞　（非出資商工組合を除く）
	○○協同組合
損　失　処　理　案
自　平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日
至　平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日
（単位　円）　
Ⅰ　当期未処理損失金
　　１　当期純損失金額（又は当期純利益金額）　　　　　　　　　×××
　　２　前期繰越損失金（又は前期繰越剰余金）　　　　　　　　　×××　　　　　　×××
Ⅱ　損失てん補取崩額
　　１　組合積立金取崩額
特別積立金取崩額　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　　○○周年記念事業積立金取崩額　　　　　　　××
　　　　　　役員退職給与積立金取崩額　　　　　　　　　××　　　××
　　２　利益準備金取崩額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　××
　　３　資本剰余金取崩額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　××　　　　　　×××
Ⅲ　次期繰越損失金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　××


〈損失処理案作成上の留意事項〉
（１）損失てん補を行う場合は、定款規定に従わなければなりません。
（２）当期未処理損失額が少なく、次期以降の利益で、てん補できる見込みのときは、損失てん補は行わず、次期以降に繰り越しても差し支えない。
※　中協法施行規則における剰余金処分案又は損失処理案に関する規定
（通則）

第106条　法第40条第２項の規定により各事業年度ごとに組合が作成すべき剰余金処分案又は損失処理案
 　については、この款の定めるところによる。 

２ 　当期未処分損益金額と組合積立金の取崩額の合計額が零を超える場合であって、かつ、剰余金の処分
 　がある場合には、次条の規定により剰余金処分案を作成しなければならない。 

３ 　前項以外の場合には、第108条の規定により損失処理案を作成しなければならない。 

（剰余金処分案の区分）

第107条　剰余金処分案は、次に掲げる項目に区分して表示しなければならない。 

（１）当期未処分剰余金又は当期未処理損失金 

（２）組合積立金取崩額（一定の目的のために設定した組合積立金について当該目的に従って取り崩した
　　額を除く。以下同じ。） 

（３）剰余金処分額 

（４）次期繰越剰余金 

２ 　前項第１号の当期未処分剰余金又は当期未処理損失金は、次に掲げる項目に区分しなければならない。 

（１）当期純利益金額又は当期純損失金額 

（２）前期繰越剰余金又は前期繰越損失金 

３ 　第１項第２号の組合積立金取崩額は、当該積立金の名称を付した項目に細分しなければならない。 

４ 　第１項第３号の剰余金処分額は、次に掲げる項目に区分しなければならない。 

（１）利益準備金 

（２）組合積立金 

（３）教育情報費用繰越金 

（４）出資配当金（法第59条第２項及び第３項に規定する払込済み出資の額に応じなされる配当金を
いう。） 

（５）利用分量配当金 

５ 　前項第２号の組合積立金は、当該積立金の名称を付した項目に細分しなければならない。 

６ 　第４項第５号の利用分量配当金は、組合が２以上の異なる種類の配当を行う場合には、当該配当の名
 　称を示した項目に細分しなければならない。 

（損失処理案の区分）

第108条　損失処理案は、次に掲げる項目に区分して表示しなければならない。 

（１）当期未処理損失金 

（２）損失てん補取崩額 

（３）次期繰越損失金 

２ 　前項第１号の当期未処理損失金は、次に掲げる項目に区分しなければならない。 

（１）当期純損失金額又は当期純利益金額 

（２）前期繰越損失金又は前期繰越剰余金 

３ 　第１項第２号の損失てん補取崩額は、次に掲げる項目に区分しなければならない。 

（１）組合積立金取崩額 

（２）利益準備金取崩額 

（３）資本剰余金取崩額 

４ 　前項第１号の組合積立金取崩額は、当該積立金の名称を付した項目に細分しなければならない。
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